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１． はじめに  

 

日頃よりご支援を賜り、心より感謝申し上げます。 

今日、環境保全活動の推進は我々企業人として、また地球市民としての責務として認識されてい

ます。２００６年７月からＥＵでＲｏＨＳ指令が実施され、ますます製品、部材(部品、副資材、事

務用品の総称)に対する環境保全活動が不可欠となっています。環境保全活動の不適合はＣＳＲ(企

業の社会的責任)そのものであり、企業生命の存続にもかかわる問題となっています。 

 

また、環境マネジメントシステム(ＥＭＳ)の構築はビジネスを継続して行く上で不可欠な条件と

なっています。この様な状況の中、ＵＭＣは現在、国内外のグループ会社におきまして環境マネジ

メントシステムの推進を行っています。 

 

ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社(以下、ＵＭＣ)の使命はお客様のコンプライアン

スを確実にしていくことであり、お取引先様の皆様とともに共存共栄の環境保全体制を構築するた

めに、ここに『ＵＭＣグリーン調達ガイドライン』を発行し運用させていただきます。本ガイドラ

インを用いて、お取引様にＥＭＳ管理体制の構築や指定有害物質全廃などを要請し、システム認証

の取得状況や法令順守状況などを調査していきます。 

 

今後、ＵＭＣでは、本ガイドラインに基づき、お取引先様と共に積極的なグリーン調達を推進し

ていきたいと考えています。地球環境保全に対する取り組みの重要性をご理解、ご協力の程、よろ

しくお願い申し上げます。 

 

※ ＵＭＣグループ海外拠点に関しては、それぞれに｢グリーン調達基準｣を制定し、運用しております。

各拠点の要求事項へのご対応も、併せてお願いいたします。 
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２． ＵＭＣの方針 ▲ 

  ＵＭＣの環境方針、調達方針を掲載します。 

 

 

ＵＭＣ 環境方針 

 
◆基本方針 
ＵＭＣは、環境保全を我々地球市民に課せられた使命と認識し、事業活動のすべてにわ

たって、人間性豊かな社会の実現と自然のいとなみを尊重した環境の実現に貢献いたし

ます。 

ＵＭＣは、出荷される製品に対する化学物質管理は我々の使命と認識し、お客様のコン

プライアンス確保に貢献いたします。 

 

◆行動指針 
１． 環境マネジメントシステムを構築･維持･実行し、環境負荷･ムダの低減、資源の有

効活用、汚染の予防、気候変動の緩和・適応、生物多様性・生態系の保護に取組

みます。 

 

２． 環境保全の目的目標の設定･見直しを行ない、継続的改善活動を実施します。 

 

３． 業務活動･環境リスクに関連した法規制･条例等を順守します。 

 

４． ＥＭＳ企業として社会やお客様の環境要求事項を正しく理解し、確実で効果的な 

化学物質管理を実践いたします。 

 

５． 環境方針や保全活動を公開すると共に、 従業員の意識を高めて環境保全活動を 

自発できるよう教育･啓蒙活動を行ないます。 

 
ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社 

経 営 ト ッ プ  高 須 一 久 

制 定 日  2001 年 10 月 17 日 

更 新 日  2018 年 11 月 27 日 
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ＵＭＣグループ 調達方針 
 

ＵＭＣグループは企業理念に掲げる「心ある物づくり２.５運動」の精神の基に 

次の基本方針に基づいた購買活動を行います。 
 

◆基本方針 
１【公平公正な取引の実現】 

     国内外すべての企業に公平な機会を提供し、安全や品質、納期、価格など公正な 

評価を行い、相互信頼に基づいた購買活動を行います。 
  

２【社会的な責任】 

     国際的な原則を尊重し、事業活動を行う国や地域の法律を遵守すると共に、 

社会規範を遵守し、お取引様との相互協力、信頼関係を重視した購買活動を 

行います。 
  

３【地球環境保護】 

     購買活動を通じて環境負荷物質の削減や資源の有効利用による地球環境の 

保護・保全を考慮した社会的責任を果たしていきます。 

 

 ◆取り組み指針 
１.法令と社会規範の遵守（コンプライアンス） 

・健全な事業活動を推進する為、各国の、法及び社会規範を遵守し、 

いかなる場合もこれらに違反しません 

・当社及び社員は、過剰な接待、贈答等の授受、金銭その他の利益供与など 

正常な取引関係に影響を与える様な行為を一切行いません。 
  

２.公平公正な取引の実現 

・部材購買は公平・公正を重視し市場競争原理に基づいて最適品質、最適コストを 

追求して行きます 
  

３.相互協力・信頼関係の構築 

・当社全ての社員は法令、社会規範の遵守はもとより、『企業理念・経営方針』を 

指針としてお取引様の相互協力・信頼関係の構築に努めます。 
 

４.地球環境保全 

・お客様から厚い信頼を得られるため、お取引様との連携によって環境保全活動を 

強化すると共に、活況負荷の少ない資材調達を行う等、環境に配慮した購買活動を 

推進します。 

 
 

ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社   

執行役員 内山 学  

制 定 日 2015年 6月 22日  
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２．１ ＵＭＣの環境取組みの概要 ▲ 
ＵＭＣが環境保全を推進するための概要です。 
・ISO14001 等のＥＭＳの体制構築・推進を行う。推進にはライフサイクルの全体を考慮する。 

・環境法令の遵守。特にＣＯ２削減、水環境への影響、資源循環の推進、自然共生社会の構築等。 

 

２．２ 製品保証の概要 

ＵＭＣが、顧客に製品保証する概要です(顧客により保証内容は異なります)。 

・ＵＭＣに納入される部材が原材料まで遡り追跡調査可能なこと 

・製品に使用される部材類一点一点が顧客の環境基準に合格すること 

・製品全体として顧客の環境基準に合格すること 

・製品に添付される梱包材や印刷物が顧客の環境基準に合格すること 

・工程内で使用される部材類(副資材、事務用品)が顧客の環境基準に合格すること 

・生産する全工程で混入防止対策や、不具合発生時の体制が完備されていること 

・製造委託外注を含む場合は委託先の環境管理体制に問題がないこと 

・グリーン調達対応によって使用材料が変化しても品質･信頼性に問題がないこと 

・お取引先様が仕入先の化学物質管理体制を管理し改善していること 

・ＵＭＣの環境方針、調達方針、及び紛争鉱物問題に対応していること 

以上、納入品の環境基準合格は顧客要求事項の絶対条件となります。 

 

 
３． 用語の定義と説明 ▲ 

No 用語 用語の意味 

1 意図的含有 部材の機能、性能を維持するために目的をもって使用すること 

2 お取引先様 
ＵＭＣに部材を納入するサプライヤ、ならびに設計、製造を委託するサプラ

イヤ(設計委託外注、製造委託外注)の総称 

3 
改正中国版 

ＲｏＨＳ 

中国国内で生産、販売、輸入された電器電子製品（定格電圧が直流 1,500V / 交

流 1,000Vを超えない製品及び付属品）を対象とした電子情報製品汚染規制管

理方法。最新の改正日は 2016年 7月 1日。禁止物質は EU RoHSと同じ。 

(正式名称: 電器電子製品有害物質使用制限管理弁法) 

4 環境影響物質 
環境保全上、自然、生態等に影響のある化学物質。含有禁止物質、管理対象

物質等の総称 

5 環境基準 環境要求事項で規定される基準 

6 環境不適合品 環境基準に適合しない部材 

7 環境要求事項 
化学物質管理や環境マネジメントシステム(以下、ＥＭＳと表記)の推進など

を求めたもの 

8 含有管理物質 
部材、製品への含有情報を把握･管理する物質で、原則的に使用量の報告が必

要 

9 含有禁止物質 部材、製品への含有、工程における使用を禁止する物質 

10 顧客 ＵＭＣが製品を納めているお客様 

11 顧客指定部材 顧客の指定により調達する部材 

12 製品 基板アセンブリ品、ユニット製品、完成品等、ＵＭＣで生産している製品 

13 選択部材 ＵＭＣが選定し調達する部材 

14 

日･ＡＳＥＡＮ 

ケミカル 

セーフティ 

データベース  

日/ASEAN 経済産業協力委員会（AMEICC)化学ワーキンググループ（WG-CI）の

合意に基づき、日本と ASEAN 各国が共同で構築したデータベース。ASEAN各国

の政府から直接提供された化学物質の規制情報や有害性情報、GHS 分類結果、

サンプル SDS等を秀才 

URL→http://www.ajcsd.org/chrip_search/html/AjcsdTop.html 

(正式名称: ASEAN-Japan Chemical Safety Database(AJCSD)) 

15 納入品 
ＵＭＣが発注し、お取引先様より納入していただく部材、及び製造委託した

アッセンブリ品の総称 

16 部材 製品に使用する部品類及び工程内で使用する副資材、事務用品等の総称 
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No 用語 用語の意味 

17 不純物 意図的に使用した物質以外の含有物 

18 部品部位 部品を構成している最小単位のことで、含有率を判定する基準 

19 紛争鉱物 
コンゴ民主共和国およびその近隣周辺地域で非人道的行為により産出された

鉱物：スズ,タンタル,タングステン,金。(英語名称：Conflict minerals） 

20 
chemSHERPA 
(ケムシェルパ) 

製品含有化学物質の情報伝達共通スキーム。電気電子及び自動車業界が対象。

サプライチェーン全体で利用可能な情報伝達の仕組みをつくり、製品に含ま

れる化学物質情報を取引先に伝える共通ルールを制定することを目的として

いる。 URL→https://chemsherpa.net/chemSHERPA/ 

21 ＣＭＳ 

化学物質管理システム。｢化学物質｣の含有量調査からそのデータ把握･確認、

指定化学物質を含有していない部品･製品の調達、生産、取扱い及び保管管理

など全般をいう。化学物質管理の仕組みを略してＣＭＳという。 
(正式名称：Chemical Substance Management System)  

22 
ＣＳＲ 
企業の社会的責

任 

企業が利益を追求するだけでなく、組織活動が社会へ与える影響に責任をも

ち、あらゆるステークホルダー(利害関係者：顧客/取引先/官公庁/近隣住民/

消費者/投資家及び社会全体)からの要求に対して適切な意思決定をする責任

を指す。(正式名称：Corporate Social Responsibility） 

23 ＥＬＶ指令  
ＥＵにおいて発行された廃自動車指令。ＥＵに輸出する自動車の材料/部品に

鉛/水銀/カドミウム/六価クロムの非含有を確実にする。 
(正式名称:End-of Life Vehicles Directive） 

24 
ＥＵ(欧州) 

ＲｏＨＳ  

欧州の電気電子機器中の有害物質制限指令(ＲｏＨＳ指令)。禁止物質：鉛,水

銀,六価クロム,カドミウム,ＰＢＢ,ＰＢＤＥ,フタル酸。例外措置は４年毎に

見直しが行われる。(正式名称：The Restriction of the use of certain Hazardous 

Substances in electrical and electronic equipment) 

25 ＧＡＤＳＬ  

各国の自動車の完成車メーカ部品サプライヤ、材料メーカで組織されたＧＡ

ＳＧ(Global Automotive Stakeholder Group)から出されている化学物質のリ

スト。ＩＭＤＳやＪＡＭＡシート内での化学物質の規制表記もＧＡＤＳＬを

基としている。(正式名称:Global Automotive Declarable Substance List) 

26 ＧｅＳＩ  

情報通信業界。情報及びコミュニケーションテクノロジー(ＩＣＴ)業界のメ

ンバーからなる非営利組織で、世界的な電子機器のサプライチェーンにおけ

る社会的責任及び環境責任の促進と効率性の共有に向けて取り組んでいる。 

URL→http://gesi.org/  *EICCと GeSIは 07 年に協力関係を締結。 
(正式名称:Global e-Sustainability Initiative) 

27 ＧＨＳ  
化学品の分類および表示に関する世界調和システム。 
(正式名称:The Globally Harmonized System of Classification and Labelling of 

Chemicals) 

28 ＩＭＤＳ  

自動車業界向けの材料データベース。部品の材料から化学物質までを共有化

するシステムで、ＩＭＤＳ上で調査から環境報告まで、全て行うことが可能

とされている。自動車製造メーカー及びサプライヤはＩＭＤＳを使用するこ

とにより、国際的な標準、法律、規則により課せられた義務を果たすことが

可能。(正式名称:International Material Data System) 

29 

ＪＡＭＡ 

日本自動車工業

会 (自工会)  

日本の自動車生産企業を会員とする業界団体   

自動車産業の健全な発達を図り、経済の発展と国民生活の向上を目的とする

団体。URL→http://www.jama.or.jp/index.html 

(正式名称:Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.) 

30 

ＪＡＭＰ  

アーティクル 

マネジメント 

推進協議会   

業界に関係なくアーティクル(部品や成形品等の別称)が含有する化学物質等

の情報管理を推進する団体。基本理念は「製品が含有する化学物質等の情報

を伝達するための標準スキームを提供し、もって産業競争力を向上させる」 

従来の MSDSplus/AIS 方式を終息し、chemSHERPA への移行を推進する 

URL→http://www.jamp-info.com/ 

※各業界のガイダンスあり。例：｢プリント配線板等の電子部品実装工程｣ 

(正式名称:Joint Article Management Promotion-consortium)  

 

http://www.weblio.jp/content/conflict+minerals
http://www.jamp-info.com/
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No 用語 用語の意味 

31 

ＪＡＰＩＡ 
日本自動車部品

工業会(部工会) 

 

自動車部品産業における構造変化/環境問題の対応、国際協調の促進等の課題

に取り組む。URL→http://www.japia.or.jp/ 

(正式名称:Japan Auto Parts Industries Association)  

自動車部品/材料に含有している化学物質の調査において、情報収集を円滑に

するため JAMA と｢JAMA/JAPIA 統一データシート｣(JAMA/JAPIA Standard 

Material Datasheet)を制定。同データシートの内容はＩＭＤＳにほぼ追従し

ている。 
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ＪＥＩＴＡ  

環境委員会 
(電子情報技術 

産業協会) 

 

電子情報技術産業の発展を目的とし、日本電子機械工業会（EIAJ）と日本電

子工業振興協会（JEIDA）が統合してできた団体。 

Society 5.0 に向けた社会課題を解決するためにあらゆる産業を繋げ、IT/エ

レクトロニクス産業を中核にしたステークホルダーを結節するプラットフォ

ームを実現する。Society 5.0：仮想空間と現実空間を高度に融合させたシス

テム。経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会。 

JEITA 環境委員会：URL→http://home.jeita.or.jp/eps/ 

(正式名称: Japan Electronics and Information Technology Industries 

Association) 

33 Ｊ-ＭＯＳＳ 

電機電子機器に含有される化学物質の表示に関するＪＩＳ規格の略称。対象

物質はＲｏＨＳと同じ。URL→http://home.jeita.or.jp/eps/epsJmoss.html 
(正式名称: 電気･電子機器の特定の化学物質の含有表示方法 

The marking for presence of the specific chemical substances for electrical and 

electronic equipment） JIS C 0950)。 

34 
ＰＯＰｓ条約 
（ METI/ 経 済 産 業

省） 

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約。環境中での残留性/生物蓄

積性/人や生物への毒性が高く、長距離移動性が懸念されるポリ塩化ビフェニ

ル(ＰＣＢ),ＤＤＴ等の残留性有機汚染物質（POPs：Persistent Organic 

Pollutants）の、製造及び使用の廃絶・制限,排出の削減,これらの物質を含む

廃棄物等の適正処理等を規定している。 

35 
ＲＢＡ 

(旧:EICC) 

電子機器業界サステナビリティ推進機関。電子機器業界のサプライチェーン

において、労働環境が安全であること、そして労働者が敬意と尊厳を持って

扱われること、さらに製造プロセスが環境負荷に対して責任を持っているこ

とを確実にするための基準を規定したもの。 
URL→http://www.eiccoalition.org/ 
(正式名称: Responsible Business Alliance：責任ある企業同盟）) 

36 ＲＥＡＣＨ 

欧州連合(ＥＵ)における化学物質の登録,評価,認可するための統合的制度。

人の健康や環境の保護のために化学物質とその使用を管理する欧州議会、及

び欧州理事会規則欧州連合。ＥＵ市場内での物質の自由な流通により競争力

と技術革新を強化することも目的にしている。 
(正式名称:Registration，Evaluation，Authorization and Restriction of Chemicals) 

環境省 URL→https://www.env.go.jp/chemi/reach/reach.html 

37 

ＲＭＩ 

(旧:CFSI) 

紛争鉱物団体 

 

紛争鉱物団体。責任ある鉱物調達を CSR の観点から、人権侵害に加担する鉱

物を使用しないように努める。CFSI から改名。スズ、タンタル、タングステ

ン、金（3TG）における紛争や安全保障を超えて、世界中の幅広い鉱物につい

て責任ある企業行動を推進していく。共通フォーマットＣＭＲＴ(紛争鉱物報

告テンプレート *精錬所リストを含む)を用いて紛争鉱物問題の調査手段と

している。CMRT URL↓ 

http://www.responsiblemineralsinitiative.org/conflict-minerals-reporting-tem

plate/  (正式名称: Responsible Minerals Initiative) 

38 
ＳＶＨＣ 
(認可対象候補物

質)  

REACH 規則の附属書 XIVに収載される認可対象物質の候補になる物質。届出と

情報伝達に係る認可対象候補物質。 
(正式名称：Substance of Very High Concern)。 

39 ＷＥＥＥ指令 

廃電気電子機器指令。電気電子器の廃棄物の発生/予防/低減し、環境/人の健

康の保護が目的。再使用，リサイクル，再生の促進が規制される。 

該当カテゴリの電子機器製品に特定マークを貼付し，有害物質等を含む部品

の適正処理することが定められている。 
(正式名称: Waste Electrical and Electronic Equipment Directive、WEEE Directive） 

   ※50音・アルファベット順。 

http://home.jeita.or.jp/eps/
http://www.responsiblemineralsinitiative.org/conflict-minerals-reporting-template/
http://www.responsiblemineralsinitiative.org/conflict-minerals-reporting-template/
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４． グリーン調達の目的と考え方  
ＵＭＣでは、次の考え方に基づきグリーン調達を行います。 

 

４．１ グリーン調達ガイドライン発行の目的と趣旨 

環境に優しい部材の調達推進を図り、 

- ＵＭＣの環境保全体制を確実にする 

- 顧客の環境要求事項に確実に応える 

- 部材類のデータの収集とデータベース化を促進し、将来の化学物質調査負荷の軽減と 

期間の短縮を図る 

- 選定部材の含有禁止物質/紛争鉱物対応は業界ガイドライン、各国法令に準拠する 

以上の目的を基本とし、お取引先様の負担を軽減させていくことを趣旨とします。 

 
４．２ グリーン調達対象物  

グリーン調達対象物とは、ＵＭＣが選定する全ての部材、顧客指定のある顧客支給品、及び

指定部材を指します。対象及び適用除外項目は以下に示します。 

対象部材の分類は、別表.１｢化学物質管理部材一覧表｣を参照してください。 

 

【 対象品 】   

１．製品(完成品、基板アセンブリ品)に使用または付随される部材 

２. 製造工程で使用される部材：副資材(はんだ・溶剤等)・事務用品 

３．製造委託外注品 

４．設備･治工具等の製品付着部 (製品部材に化学物質の付着･転移する可能性のあるもの) 

《部材例》詳細は別表.１｢化学物質管理部材一覧表｣を参照。 

･部 品 ：基板、電子部品、板金ケース、ネジ、銘板、モータ 

･副資材 ：はんだ、溶剤、梱包材、その他 

･事務用品：マーカ、捺印インク、テープ 

 

【 適応除外 】 

顧客納入製品に含有禁止物質の付着する可能性のない以下のもの 

１．生産に直結しない什器備品、事務用品、消耗品 

(例：事務机、蛍光灯、コピー用紙、ファイル) 

２．開発部門が試験研究的に調達する部材類 

３．製造工程で使用される設備、治工具、衣類 

４．禁止物質含有を前提として調達する部材(共晶はんだ 等) 

 

 

４．３ ＵＭＣにおける適応規制･化学物質含有基準  
ＵＭＣでは、下表に示すとおり環境関連規制を定めます。化学物質含有規制につきましては、

附則書｢ＵＭＣ含有禁止化学物質管理基準｣、または顧客要求事項に順じます。 
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＜含有禁止物質及び基準＞ 

基本事項 

(全部材対象) 

国内環境法令/条例を順守し、生産されていること。 

様式-1｢ＵＭＣ調達方針承諾書｣等により調査します。 

 (主な法令主な環境法：地球温暖化(省ｴﾈ法)、典型 7公害(大気/水/土/

騒音/振動/悪臭/地盤沈下)、循環型社会(廃棄物/3R)、化学物質(化審法/

安全衛生法(有機則･特化則)/毒劇法)等 

ＵＭＣ選定部材の 

化学物質含有基準 

グリーン調達部材に関する含有禁止物質､含有管理物質は、附則書｢ＵＭ

Ｃ含有禁止化学物質管理基準｣に定めます。禁止物質の概略は別表.２｢Ｕ

ＭＣ含有禁止物質一覧表｣をご参照ください。 

顧客指定部材 
顧客からの指定により調達する部材は、それぞれの顧客要求事項(グリー

ン調達ガイドライン等)に順じます。 

※ 選択部材は個別の顧客基準となる場合がありますが、その際は基準を連絡いたします。 

 

４．４ 帳票類とその運用   

ＵＭＣのグリーン調達にあたり、お取引先様へ記入･提出を依頼する帳票類を下表に記しま

す。帳票類の配布は電子データで行いますが、提出は電子データもしくは捺印した書面にて

お願いします。これらの帳票類の提出基準は別表.１｢化学物質管理部材一覧表｣をご確認く

ださい。 

No 帳票名 帳票の概要 提出方式 

1 ＵＭＣ調達方針承諾書：様式-1  

お取引先様の法令順守状況、環境管理体制、化

学物質管理体制を調査するとともに、ＣＳＲ、

紛争鉱物を含む本ガイドラインをご承諾頂い

たことの記録文書 

原紙の 

捺印提出 

2 
調達ルート調査表 

(略:ルート調査)：様式-2 

納入品の調達ルートを明確にし、調達ルートで

含有禁止物質の混入の可能性を把握すること

を目的として調査・確認させて頂く記録文書 

原紙の 

捺印提出 

3 
製造委託外注品工程環境保証書  

(略:環境保証書)：様式-3 

当該ロットの化学物質管理の保証をするため

に、製造委託しているお取引先様に製品納入時

に提出していただく記録文書 

原紙の 

捺印提出 

4 
非含有証明書 ：様式-4 

(旧:不使用証明書) 

納入品に、含有禁止物質が含有していないこと

を誓約するための証明書 

原紙の 

捺印提出 

5 
化学物質調査ファイル ※ 

(略:調査ファイル) 

納入品における指定化学物質含有有無及び量

等の調査回答のための標準ファイル(顧客指定

が多い) JAMP AIS/MSDSplus 等 

電子 

データ 

6 紛争鉱物調査_ＣＭＲＴ  

紛争鉱物調査の標準フォーマット 

※CSFIが作成した国際標準様式を採用 

(Conflict Minerals Reporting Template) 

電子 

データ 
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４．５ 調査フォーマットの一覧   

   使用することの多い調査フォーマットの一覧です。各種フォーマットの作成･記入要領は、各団体

のＨＰ掲載の手順を確認してください。フォーマットをＵＭＣから配布する場合もありますが、当

該ＵＲＬへのアクセスが必要な場合があります。 

主要業界 様式名 URL 

自動車業界 

ＩＭＤＳ 
※ｻｰﾊﾞ上でﾃﾞｰﾀを管理。使用に企業登録が必要。 

https://public.mdsystem.com/ja/web/

imds-public-pages/home 

ＪＡＭＡ/ＪＡＰＩＡデータシート 
※ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ必要。ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞは依頼時に伝達します。 

http://www.japia.or.jp/datasheet/ 

電気/電子 

機器産業 

ＪＡＭＰ ＡＩＳ 
※入力ﾌｫｰﾑへの登録必要。 

http://www.jamp-info.com/ais 
ＪＡＭＰ ＭＳＤＳ Ｐｌｕｓ 
※入力ﾌｫｰﾑに登録必要。AISに記入する。 

全産業 

ＣＭＲＴ 
※英語→日本語へ変換 

http://www.conflictfreesourcing.org

/conflict-minerals-reporting-templa

te/ 

chemSHERPA（ケムシェルパ） 
※データ作成支援ツール 

https://chemsherpa.net/chemSHERPA/t

ool/ 

 

   ※上記以外に顧客指定の帳票を使用する場合もあります。顧客指定の帳票は、ＵＭＣからの依

頼時に都度、購買部門より指定または送付します。 

 

 

５． お取引先様の選定、登録、見直し 

ＵＭＣではグリーン調達を推進するため、お取引先様の環境保全活動、及び納入品の化学物

質の含有状況を重要視しています。そのため、環境保全活動及び化学物質管理の推進をされ

ているお取引先様からの調達を優先します。 

 

５．１ お取引先様の選定と見直し ▲ 

選定は随時、見直しは供給者管理規程に基づき管理管轄部門で実施します。選定及び見直し

の基準は次のとおりです。 

 

(１) お取引先様の選定基準 

a) ISO14001 等のＥＭＳの体制構築、推進を行う。推進にはライフサイクルの全体を考慮す

る。 

b) 環境法令の遵守。特にＣＯ２削減、水環境への影響、資源循環の推進、自然共生社会の

構築など。 

c) 化学物質管理能力(化学物質含有調査、原材料追跡調査等)がある 

d) ＵＭＣの規程･基準書類に基づき品質管理体制が整備されている 

e) ＵＭＣ購買部門の選定基準に合格する 

 

 (２) お取引先様の見直し基準(継続取引きの条件) 

a) ＵＭＣのグリーン調達要求、ＱＣＤ要求に、適切に対応している 

b) 納入品の品質問題、環境問題への対応、提案を積極的に実施している 

 

選定･見直しの結果は必要に応じてご報告いたします。 

選定･見直しの結果により、お取引先様の活動・管理状況を視察させて頂くことがあります。

また、化学物質調査等において虚偽の報告等があった場合、即時取引を停止いたします。 

 

５．２ お取引先様の調査と登録 

お取引先様の調査、グリーン調達取引の登録を行うにあたり、必要書類の提出をお願いいた

します。必要書類におきましては、別表.１｢化学物質管理部材一覧表｣に明記してあります

ので、ご確認をお願いいたします。 
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お取引先様の選定、登録は以下のフロー図の通りです。  

 
  ※ 不合格の際は、改善要求をさせていただくことがあります。 

 

 

６． お取引先様への依頼事項  

６．１ 化学物質含有調査  

化学物質調査はＵＭＣの基準に沿って自主的に行うものと、顧客からの要請に基づき実施するも

のがあります。顧客の基準は各社ともにさまざまであり、含有禁止物質ならびに管理対象物質も、

多岐にわたります。それらの化学物質調査には、顧客指定の帳票にて調査をお願いします。 

 

(１) 調査対象 

本ガイドライン４.２項で定める、部品、副資材、事務用品を対象とします。 

 

(２) 調査方法 
添付した調査ファイルに必要事項を記入のうえ回答をお願いします。ＵＭＣ購買部門より調

査対象の部材に対し、電子メールにて調査を依頼いたしますので、同様に電子ファイルにて

回答要望日以内に回答をお願いします。 

また、依頼部材に対し、成分表をお持ちの場合は共に提出をお願いします。 

 

(３) 調査報告内容  

調査ファイル記入にあたって、対象の全物質の含有調査回答が難しい場合は、調査依頼

内容を確認の上、調査基準の含有禁止物質(改正ＲｏＨＳ指令１０物質群及び国内法規制

対象物質、特定含有禁止物質等)を最優先にして含有の有無を回答してください。残分は

調査完了後に報告をお願いします。報告内容記載時の注意事項を下に記します。 

調査における注意事項(部品･材料への適用範囲、含有禁止物質の管理基準等)は、附則書｢Ｕ

ＭＣ含有禁止化学物質管理基準｣を参考にして下さい。 

  

提出

評価結果の通知

実施項目 お取引先様 UMC

要求事項の理解

要求事項に沿った活動

環境マネジメントシステム

ＣＳＲ取り組み・環境管理活動

自己評価の実施

結果の提出

結果の受領

UMC評価

自己評価

グリーン調達
ガイドライン確認

自己評価結果提出依頼

不合格 合格

化学物質管理能力

UMC調達方針

承諾書
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a) ＵＭＣ購入品番について回答をしてください。特に加工品の場合は、材料データだ

けではなく加工した結果のものとなります。 

(例えば銘板の場合は、インクデータのみではなく、インクと基材、接着剤、工程使用

のもの全て) 

b) お取引様が当該部材の材料メーカの社外秘などにより回答できない場合は、非含有

証明書の提出をお願いすることがあります。 

c) 部材調達ルートの調査を依頼した場合は、原材料及びメーカに至るまで記載してく

ださい(二次調達先まで)。 

d) 化学物質含有調査方法は、指定した含有基準を保証できる方法で実施してください 
(後日、裏づけとなる分析データを要請する場合があります) 

e) 調査頻度 

ＵＭＣからの調査は、部材毎に都度、依頼させていただきます。顧客要求等により

同一部材の再調査を依頼することもありますので、ご協力お願い致します。 

 

(４) 変更連絡 

次の変更がある場合には、変更実施前もしくはＵＭＣから部材発注時等に、購買部門担

当者に変更内容の連絡、及び必要資料の提出をお願いします。 

a) 部材の生産工場の変更(生産拠点の海外移転など) 

b) 部材に含有する材料の変更、材料含有率の変更 

c) 部材に付着する、副資材、製造消耗品の変更(インク、溶剤、接着剤、等) 

d) その他、４Ｍ＋１Ｍ(人、設備、材料、方法、測定)にかかわる変更 

 

(５) 機密保持 

お取引先様から、ご回答いただいた結果は顧客ならびに関係省庁に提出することがある

ことをご了解ください。その他取扱いには十分注意いたします。また、お取引先様もＵ

ＭＣからの指示･連絡事項の機密事項は保持いただくよう、お願いいたします。 
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化学物質調査のフローを下記に示します。   

 
※ 不合格の際は、代替依頼や改善要求をさせていただくことがあります。 

 

 

６．２ 紛争鉱物の調査  
(１) 背景 

｢紛争鉱物｣とは紛争地域において産出され、鉱物を購入することで現地の武装勢力の資

金調達につながり、結果として当該地域の紛争に加担することが危惧される鉱物の総称

です。特に、コンゴおよびコンゴに接する国々で採掘される、スズ・タンタル・タング

ステン・金の４種の鉱物を指します。｢紛争鉱物｣は、米国で 2010年 7月に成立した「金

融規制改革法により、該当地域から調達した鉱物の使用状況を報告する義務が課せられ

ました。 

 

(２) 取り組み 

2013 年から企業は紛争鉱物を調査する必要があり、最終製品で確認します。法令順守を

確実に実施するためにＣＦＳＩによる様式｢ＣＲＭＴ｣を使用した調査を依頼します。ご協

力をお願いします。様式について詳細は４．５項を参照して下さい。 

  

実施項目 お取引先様 UMC

グリーン調達基準の理解

製品環境影響物質の調査を
行うための活動

UMCへの供給物品に含有する
製品環境影響物質の調査の実施

結果の提出

環境管理システム

物品に含まれる製品環境影響物質
状況把握・記録、含有禁止・管理適合

・ 非含有証明書
・ ルート確認
・ 調査ファイル等

製品環境影響物質
情報提出依頼

要求項目適合判定

代替検討

確認

運用

物品に関する要求事項

グリーン調達
ガイドライン

顧客基準書・

調達検討時

代替依頼代替検討

不合格 合格
代替実施
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６．３ 発注手続き  

(１) 一般部材(製造委託外注品以外) 

発注窓口は購買部門です。手続きに関しては次の通りです。 

a) ＵＭＣはお取引先様の皆様から回答を頂いた基礎データをもとに選択部材のグリ

ーン調達を開始いたします。指定部材に関しては購買部門から指示をさせて頂きま

す(グリーン調達指定部材)。 

b) ＵＭＣでは、今後グリーン調達を拡大していきます。購買部門からの指示に基づき、

対応をお願いします。 

c) グリーン調達対象外部材は従来と同様の手続きといたします。 

d) グリーン調達対象以外の部材も従来どおり、かつグリーン調達部材と同様の発注手

続きとなります。納入時の混入や表示間違いがないよう対応してください。 

e) 化学物質含有リスクの高い部材は納入時に、当該ロットに禁止物質含有がないこと

を証明する検査成績書の添付をお願いすることがあります。 

※リスクの高い部材:カスタム部品、同一工場で禁止物質使用、再生材料使用など 

 

(２) 製造委託外注品 

製造委託先の管理窓口は生産管理部門です。製造から部分委託である場合は製造部門の

管轄となります。次のとおり管理してください。 

a) 製造部門より、製造図書(ＱＣ工程図、環境作業手順書、工程指示票(チェックシー

ト)等)の提供を受けるとともに、管理項目の指示を受けてください。 

b) 管理上の注意点を確実に作業者への教育訓練し、生産してください。 

c) 生産で使用する全てのグリーン管理部材(部品、副資材、事務用品)は、ＵＭＣから

支給もしくは指定いたします。それ以外のものは使用しないでください。 

d) 製品生産ロット(納入ロット)毎に、様式-３｢製造委託外注品環境保証書｣を提出を

お願いします。 

 

６．４ ＵＭＣからのお願い  

ＵＭＣのグリーン調達を確実なものとするため、次の事項について、お取引先様の責任範囲と

認識して確実な管理及び、要請に対する対応をしてください。 

a) 化学物質調査結果や非含有証明書等の提出書類に虚偽がないようにしてください 

b) 調査ファイル、非含有証明書提出後、裏づけとなる分析データを要請する場合がありま

すので、その際は提出をしてください。 

c) 部材の仕入先の化学物質管理体制を定期的に確認し、必要に応じ改善してください。 

また、同様に二次以上の上流仕入先で含有リスクがないよう管理してください。 
 (例えば、サプライチェーンリストの定期的な調査や、監査･改善指導などの実施を行う) 

d) 従来使用化学物質の不使用に伴う二次障害発生を考慮した品質･信頼性確認をしてくだ

さい(障害事例:ウィスカ,マイグレーション,ガス発生,異種金属接合等) 

e) 納入部材に対し、含有禁止化学物質が含有された疑いが発覚した場合は、速やかにＵＭ

Ｃへ連絡してください 

f) 部材の４Ｍを変更する際には必ず、事前にＵＭＣへ変更連絡をしてください。 

g) 紛争鉱物調査にご賛同のうえ、ご協力ください。 

 

 

７． 本ガイドラインについて  
お取引先様に対する、本ガイドラインの取扱いは次のとおりです。 

a) 対象お取引先様に対し、本ガイドラインを各発注担当窓口よりお渡しいたします。 

購買部門            ：部品･副資材 

各拠点総務部門      ：事務用品 

当該工場生産管理部門：製造委託先(協力工場) 

b) 本ガイドラインに付随する様式、資料等はＵＭＣのホームページからダウンロードして 

下さい。（ユーザー登録が必要です） 

UMC Electronics URL → http://www.umc.co.jp/ 
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本書に対するお問い合わせは、要求部門担当者あるいは、下記までお願いいたします。 

 

ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社  

購買部門担当  (TEL：048-615-1717 FAX: 048-723-3929 E-mail:a-tokunaga@umc.co.jp) 

ＣＳ推進室担当 (TEL：048-723-3939 FAX: 048-723-3929 E-mail:k-iida@umc.co.jp) 

  

All Rights Reserved, Copyright ユー・エム・シー エレクトロニクス株式会社  
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変更・改訂履歴 
改訂 

番号 
日 付 変更・改訂箇所及び内容 承認 査閲 担当 

００ 
2004. 

10.01 
初版発行 井上 佐々木 長島 

０１ 
2005. 

02.01 

本運用開始に伴う改訂発行 

(全体の構成変更、体制構築用準備事項の削除、供給者様への

依頼事項の記載内容の詳細化等) 
井上 佐々木 長島 

０２ 
2005. 

10.20 

･全体構成の見直し修正(依頼事項のフロー図を追加) 

･グリーン調達基準(リコー様要求事項)の改訂 

･化学物質調査表の様式削除 
井上 長島 石関 

０３ 
2006. 

09.14 

･調査依頼方法(ＪＧＰＳＳＩ調査ファイルの使用)の統一 

･承諾書、不使用証明書の様式修正 

･化学物質含有調査に注意事項の追加 
井上 長島 石関 

０４ 
2007. 

01.26   

･4.3項の選択部材において、使用禁止物質の基準リコーGr 

 グリーン調達基準の改訂に伴う変更 井上 長島 飯田 

０５ 
2008. 

5.14 

･2 項、環境方針の変更 

･6.1(3)項 調査データの回答は、｢購入品番｣についての回答の

旨を追記(材料ベースではなく,ASSY 品として回答) 

･6.3項｢ＵＭＣからのお願い｣の追加(類似事項記載の統合) 

･別表２｢使用禁止物質一覧｣の追加 

･全般：補足追記等の追加 

戸津川 長島 飯田 

０６ 
2009. 

5.15 

･全般：使用禁止→含有禁止に変更(リコーGr 基準変更に伴う) 

･目次,4.3項,別表 2：リコー様グリーン調達基準の変更 

･｢1.はじめに｣：対象拠点を明記(今まで最終頁のみ) 

･調査方法詳細追記,JAMP様式追加：4.3 項 

･運用とことなる不備の修正：4.2,6.2 項 

戸津川 長島 飯田 

０７ 
2010. 

7.14 

･目次,4.3項,別表 2：リコー様グリーン調達基準の変更 

･6 項内:含有調査,発注手続きに関しての依頼事項の追記 

 
戸津川 長島 飯田 

０８ 
2013. 

1.23 

･目次,4.3項,別表 2：リコー様グリーン調達基準の変更 

･環境負荷情報調査マニュアル、環境負荷情報入力マニュアル

を削除 

･ポリ塩化ビニル 禁止物質より除外 

･3 項,6.1項:JGPSSI廃止に伴い JAMPへ移行 

戸津川 藤平 飯田 

０９ 
2016. 

7.27 

･全面見直し/修正 

調達方針の追加、化学物質一覧の変更、紛争鉱物について追記。 

様式、附属書も全面見直し/改訂 
三橋 藤平 飯田 

１０ 
2019. 

4.22 

･環境方針訂正、2015 年版に対しての追記（ライフサイクル）。

環境用語、全面見直し。様式、附属書も全面見直し/改訂 三橋 田中 飯田 

１１      

１２      

注：１)この頁は制定、改定時に該当する本文とともに配布する。 

    ２)内容の追加、改訂を伴う場合はその内容を簡潔に記載し、Ｒｅｖ．ＵＰする 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



EWZ101-10_別表1_V03｢化学物質管理部材一覧表｣

　帳票名　　○:提出要、△:必要に応じ要請、－：原則として提出不要

調査ﾌｧｲﾙ 非含有証明書 ルート調査 ICP分析 (M)SDS
chem

SHERPA
紛争鉱物

部品、副資材
事務用品

△ △ △ △ △ △ △

ＵＭＣ選定
‐国内供給者

△ ○ △ △ △ - ○

ＵＭＣ選定
‐海外供給者

△ ○ △ ○ ○ ○ ○

はんだ - ○ ○ - △ ○ ○

溶剤 - ○ ○ - △ ○ -

梱包材 他 - ○ ○ - △ ○ △ *1

その他 - ○ ○ - △ ○ △ *1

- ○ ○ - - - △ *1

【用語説明】
　・お客様指定：お客様指定の部材を使用する場合。
　・ＵＭＣ選定‐国内供給者：メーカーor製造元の本社が日本企業
　・ＵＭＣ選定‐海外供給者：メーカーor製造元の本社が海外企業
　・梱包材　他：緩衝材(エアパッキン等)、ビニル袋、段ボール・化粧箱、ラベル・シール等
　・その他：製品に一時的に付着し、残渣が残るもの(ラベル・シール及び設備/治工具の製品付着部分等)
　・事務用品：ＵＭＣ製品に付随する可能性のあるもの(筆記具､捺印用インク､プリンタインク等）

　　 残渣が残る物を含む。
*1:金属(4物質:スズ･タンタル･タングステン･金）を含有する場合は調査が必要
　 （含有情報は非含有証明書に追加）

【帳票説明】
●調査ファイル：chem SHERPA等の各帳票
　様式は調査時に個別指定とします。ＵＭＣ顧客指定様式/ＪＡＭＰ様式等、指定の調査ファイルで
　ご回答ください。回答不可の場合は｢非含有証明書｣の提出を依頼することがあります。

●非含有証明書：様式-４｢非含有証明書｣
　対象の規準を｢非含有証明書｣に記載します。表内に収まらない場合、別表を添付してください。

●ルート調査：様式-２｢調達ルート調査表｣
　リスク把握のために原材料まで遡って調査してください

●ＩＣＰ分析（発光・分光分析法）：専門機関の帳票
　ＪＩＳ規格に則った分析ができる専門機関による結果を、提出して下さい。

●（Ｍ)ＳＤＳ：化学物質安全性データシート
　主に成分を確認します。

●chem SHERPA
　製品含有化学物質情報の帳票です。ＡＩＳは成形品の｢質量｣｢部位｣｢材質｣｢管理対象法規に該当する
　物質の含有有無・物質名・含有量・成形品当たりの濃度｣などの情報が主体。"ＭＳＤＳ"及び
  "ＭＳＤＳ ｐｌｕｓ"で化学物質情報の情報が主体となります。
　公式サイトよりダウンロードして作成を依頼する場合もあります。
　副資材の場合はＭＳＤＳ ｐｌｕｓの情報を等を重視します。

○その他
　外注委託品については、ロット毎に様式-３｢製造委託外注品工程環境保証書｣の提出して下さい。

事務用品

別表.１  ｢化学物質管理部材一覧表｣

お客様
指定

Ｕ
Ｍ
Ｃ
選
定

部
品

副
資
材
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別表.２  ｢ＵＭＣ 含有禁止化学物質リスト｣

１)｢構成する部品、材料｣への含有禁止物質及び管理基準
構成する部品、材料への意図的添加を禁止する。意図的添加ではない場合は、閾値を超えた添加を禁止する。
測定方法等、各物質の詳細は附則書｢ＵＭＣ含有禁止化学物質管理基準　Ver.00｣をご参照下さい。

閾値
(-:閾値無)

禁止
(ﾚﾍﾞﾙ1)

期日で禁止
(ﾚﾍﾞﾙ2)

将来禁止
(ﾚﾍﾞﾙ3)

適用除外
用途※1

1
カドミウム及びカドミウム化合物
※はんだ20ppm以下

100ppm
未満

○ ○

2
鉛及び鉛化合物
※ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ,ｺﾞﾑ,塗料,ｲﾝｷ 100ppm以下

1000ppm
未満

○ ○

3 水銀及び水銀化合物 
1000ppm
未満

○ ○

4 六価クロム化合物
1000ppm
未満

○

5 ポリ臭化ビフェニル、ポリブロモビフェニル(PBB)
1000ppm
未満

○

6
デカブロモジフェニルエーテル(DecaBDE)を含む
ポリブロモジフェニルエーテル、
ポリ臭化ジフェニルエーテル(PBDE)

1000ppm
未満

○

7 ヘキサブロモシクロドデカン(HBCDD)
1000ppm
未満

○

8 その他の有機臭素系化合物
900ppm
未満

○

9 ポリ塩化ビフェニル(PCB)、及び特定代用品
50ppm
未満

○

10 ポリ塩化ナフタレン(PCN) - ○

11 ポリ塩化ターフェニル(PCT)
50ppm
未満

○

12
短鎖型塩化パラフィン(SCCP)
※｢炭素鎖長10－13の短鎖型塩素化パラフィン｣が対象

1000ppm
未満

○

13

トリス(2-クロロエチル)=ホスファート（TCEP）
トリス(1-クロロ-2-プロピル）=ホスファート（TCPP）
トリス(1,3-ジクロロ-2-プロピル）ホスファート
（TDCPP)
※CAS No.115-96-8,13674-84-5,13674-87-8 の物質が対象

1000ppm
未満

○

14 過塩素酸塩
0.006ppm

未満
○

15 ポリ塩化ビニル(PVC)およびPVC 混合物 - ○ ○ ○

16 その他の有機塩素系化合物
900ppm
未満

○

17 - ○ ○

18 - ○

19 - ○

20 - ○ ○

21
1000ppm
未満

○

22
1000ppm
未満

○

23
1000ppm
未満

○ ○

24
1000ppm
未満

○

25
1000ppm
未満

○

ハイドロクロロフルオロカーボン(HCFC)

パーフルオロオクタンスルホン酸(塩を含む)(PFOS)

パーフルオロオクタン酸(PFOA),その塩及びそのエステル
※CAS No.335-67-1,3825-26-1,335-95-5,2395-00-8,335-93-
3,335-66-0,376-27-2,3108-24-5の物質が対象

三置換有機スズ化合物
(トリブチルスズ化合物(TBT)化合物,トリフェニルスズ化合
物(TPT)化合物を含む)
※金属スズ,スズ合金,スズめっき,スズの無機化合物は非該当

ジブチルスズ(DBT)化合物
※金属スズ,スズ合金,スズめっき,スズの無機化合物は非該当

ジオクチルスズ(DOT)化合物
※金属スズ,スズ合金,スズめっき,スズの無機化合物は非該当

10-エチル-4,4-ジオクチル-7-オキソ-8-オキサ-3,5-ジチア
-4-スタンナテトラデカン酸2-エチルヘキシル(DOTE)
※CAS No.15571-58-1の物質が対象

オゾン層破壊物質(ODS) ※2

禁止物質

重
金
属

有
機
臭
素
系
化
合
物

有
機
塩
素
系
化
合
物

フッ素系温室効果ガス:ハイドロフルオロカーボン(HFC)
パーフルオロカーボン(PFC), 六フッ化硫黄(SF6)
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閾値
(-:閾値無)

禁止
(ﾚﾍﾞﾙ1)

期日で禁止
(ﾚﾍﾞﾙ2)

将来禁止
(ﾚﾍﾞﾙ3)

適用除外
用途※1

26
1000ppm
未満

○

27 - ○

28 - ○

29 - ○

30
1000ppm
未満

○ ○

31
1000ppm
未満

○ ○

32
1000ppm
未満

○ ○

33
1000ppm
未満

○ ○

34
1000ppm
未満

○ ○

33 - ○

34
30ppm
未満

○

35
基準値
あり※1

○

36 - ○

37 - ○

38
1000ppm
未満

○

39
0.1ppm
未満

○

40
1ppm
未満

○

41
1000ppm
未満

○

42
1000ppm
未満

○

43
1000ppm
未満

○

44
1000ppm
未満

○

45
1000ppm
未満

○

46
1000ppm
未満

○

※1 詳細は附則書｢ＵＭＣ含有禁止化学物質リスト｣ を参照  

※2 別表あり。附則書｢ＵＭＣ含有禁止化学物質リスト｣ を参照  

4-(1,1,3,3-テトラメチルブチル)フェノール

ビス(2-メトキシエチル)エーテル

N,N-ジメチルアセトアミド(DMAC)

エチレングリコールジメチルエーテル(EGDME)

リン酸トリキシリル(TXP)

ホウ酸、特定ホウ酸ナトリウム
※2

三酸化二ヒ素、五酸化二ヒ素

フタル酸ビス（2-エチルヘキシル）（DEHP）
CAS No.[117-81-7]、別名:フタル酸ジ（2-エチルヘキシ
ル）、フタル酸ジオクチル（DOP）、ジ（2-エチルヘキシ
ル）フタレート、ベンゼン1,2ジカルボン酸ジオクチル、ビ
ス（2-エチルヘキサン-1-イル）=フタラート

石綿(アスベスト)

特定アゾ化合物
※2

ホルムアルデヒド

N-フェニルベンゼンアミンとスチレンおよび2,4,4-トリメ
チルペンテンの反応生成物(BNST)

2-(2H-1,2,3-ベンゾトリアゾール-2-イル)-4,6-ジ-tert-ブ
チルフェノール(UV-320)

2-(2H-ベンゾトリアゾール-2-イル)-4,6-ジ-tert-ペンチル
フェノール(UV-328)

フマル酸ジメチル(ＤＭＦ)

多環芳香族炭化水素(PAH)

フタル酸ジブチル（DBP）
CAS No.[84-74-2]、別名:フタル酸ジ-ノルマル-ブチル、ベ
ンゼン1,2ジカルボン酸ジブチル、ジブタン-1-イル=フタ
ラート、ジブチルフタラート

フタル酸ブチルベンジル（BBP）
CAS No.[85-68-7]、別名:ブチルベンジルフタレート、ベン
ジルブチルフタレート、フタル酸ノルマル－ブチル＝ベン
ジル、ベンジル=ブタン-1-イル=フタラート

フタル酸ジイソブチル（DIBP）
CAS No.[84-69-5]、別名:ジイソブチル=フタラート

塩化コバルト

禁止物質

10-エチル-4,4-ジオクチル-7-オキソ-8-オキサ-3,5-ジチア
-4-スタンナテトラデカン酸2-エチルヘキシルと10-エチル-
4-[[2-[(2-エチルヘキシル)オキシ]-2-オキソエチル]チ
オ]-4-オクチル-7-オキソ-8-オキサ-3,5-ジチア-4-スタン
ナテトラデカン酸2-エチルヘキシルを構成要素とする物質
(DOTEとMOTEを構成要素とする物質)

酸化ベリリウム

ベリリウム銅
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２)｢包装部品、材料｣への含有禁止物質及び管理基準
閾値

(-:閾値無)
禁止

(ﾚﾍﾞﾙ1)
期日で禁止
(ﾚﾍﾞﾙ2)

将来禁止
(ﾚﾍﾞﾙ3)

適用除外
用途※1

カドミウム及びカドミウム化合物

鉛及び鉛化合物

水銀及び水銀化合物 

六価クロム化合物

※詳細は附則書｢ＵＭＣ含有禁止化学物質リスト｣ を参照  

３)｢電池｣への含有禁止物質及び管理基準
閾値

(-:閾値無)
禁止

(ﾚﾍﾞﾙ1)
期日で禁止
(ﾚﾍﾞﾙ2)

将来禁止
(ﾚﾍﾞﾙ3)

適用除外
用途※1

カドミウム及びカドミウム化合物
a)10ppm
b)20ppm

○

鉛及び鉛化合物
c)40ppm

d)1000ppm
e)4000ppm

○

水銀及び水銀化合物 

f)1ppm
g)20000

ppm
h)5ppm

○

※詳細は附則書｢ＵＭＣ含有禁止化学物質リスト Ver.00｣ を参照  

a) マンガン電池/アルカリ電池/ニッケル水素二次電池　(いずれもボタン形電池除く)

b) a)以外の電池 

c) アルカリマンガン電池(ボタン形電池除く)

d) マンガン/アルカリマンガンボタン形 電池

e) c)d)以外の電池

f) マンガン電池/アルカリ電池/ニッケル水素二次電池　(いずれもボタン形電池除く)

g) ボタン形空気亜鉛電池及びLR23A(アルカリマンガンボタン形電池の８直列)

h) f)g)以外の電池

禁止物質

重
金
属

重
金
属

4元素
合計

100ppm
未満

○ ○

禁止物質


